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市政一般質問

　大村市の国保の特定健診受診料は500円である。県
内の多くの自治体は受診料の無料化に取り組んでいる。
無料にすることで、経済的な負担が軽くなり受診者が
増えるかもしれない。健康を意識する市民が増えるこ
とは好ましいことであり、結果的に受診率向上にもつ
ながるかもしれない。無料化についてどのように考え
ているか。

宮田　真美 議員

国保の特定健診受診料
について

答

　流行が拡大しつつある風疹対策には、ワクチン接種
が有効な手段であるが、接種が必要かどうか抗体の有
無を調べるにも、抗体検査の無料実施機関は市外に限
られ、実施日は現状、週に一度しかなく、本市から出
向くにも道のりは遠い。また、ワクチン接種費用も別
途かかることから、接種率の向上にもつながりにくい。
風疹のさらなる拡大防止のため、まずは大村市内の医
療機関での抗体検査への助成を求める。

田中　博文 議員

風疹対策として抗体検査
への助成を求む

　特定健診は、生活習慣病の予防、病気の
早期発見・早期治療のため、大変重要なも

のである。特定健診を多くの方に受診していただ
くことが、医療費の抑制、国保事業の安定的な運
営につながるため、受診料の無料化については、
大変有効だと考えており、実施に向けて検討を進
めている。

答 　厚生労働省は平成30年12月11日に、新
たな風疹対策として、子どものころに定期予

防接種の機会がなかったために特に感染リスクが高
いとされる39歳から56歳の男性を対象に2019年度
から21年度までの約３年間、抗体の有無を調べる抗
体検査とワクチン接種を原則無料にすると発表した。
今後、詳細が明らかになると思われるため、国の方針
に沿って対応していく。

福祉・医療・保健

福祉・医療・保健

　ＴＰＰ協定が締結され、主要農作物種子法が廃止され、
農業競争力強化支援法が成立し、米は、全国各県が管
理する310種、天皇家の古代米17種を民間の４種程度
に集約させ、各県が管理する全ての米、麦、大豆の種と
栽培技術を民間に提供すべきとなった。今後、農家は
「三井化学のみつひかり」のような、現在の10倍高価な
種を栽培することになる。県独自の種子条例を作るよう、
県に要望して大村の農業を守るべきである。

村上　信行 議員

ＴＰＰ協定で
種子法廃止対策

答  種子の安定供給においては、県の役割は
非常に重要であると考えている。種子法廃

止による影響が出ないよう、平成30年３月に、県
では長崎県主要農産物種子制度運用基本要綱を策定
しており、市としては、それをしっかり実施しても
らうことが必要であると考えている。

産業・経済・労働産業・経済・労働

　大村湾の真珠の歴史は、奈良時代の肥前国風土記か
ら大村藩とアコヤ真珠、そして、真珠発祥の地と言わ
れた、明治40年大村純雄伯爵による日本初の真円真珠
の養殖に至るまで壮大な歴史がある。本市のシティプ
ロモーションとともに、真珠産業の振興と支援策につ
いて、どのように考えているのか。

岩永　愼太郎 議員

地場産業としての
真珠産業の振興について

答 　真珠産業の振興に向け、おおむらＭａｒ
ｋｅｔ等でPRしていく。大村湾の真珠は、

大村湾のシンボルであり、大村市が誇れるもので
あるということを外へ発信する方法については、
十分に研究を重ね、何か形にできるようなことを
しっかり考えていきたい。

　発達障がい児に特化した、保護者の相談を受け、保護
者同士で悩みを共有できる子育て支援センター「にじのく
に」が長崎市で開設された。本市における発達障がい児
の支援のあり方に対し、「まだまだ不十分である」との意見
も多く寄せられている現状を鑑み、長崎市で開設されたよ
うな施設を本市でも開設すべきと考えるが、どうか。

小林　史政 議員

発達障がい児の
支援センター開設について

答 　本市では現在、市内11カ所の地域子育て支援
センターにおいて、子どもの障害の有無にかか

わらず、保護者の子育て支援を行っている。また、特別な配
慮が必要な子どもを一時的に預かる障害児一時保育を市
内の保育所等５園で実施している。特別な支援を要する子
どもを対象とした支援センターについては、現在1カ所で
定例日を設け受け入れを行っている。当該施設の取り組み
については、はっきりと対象者を打ち出すことで、逆に利用
しづらいと感じる保護者に配慮し、あまり公表していない
が、今後、どのような形がよいのか慎重に判断したい。

福祉・医療・保健
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福祉・医療・保健

　災害発生時、自力で避難できる方は自分や自治体の
判断で速やかに避難所へ避難することができるが、高
齢や病気、障害などで、自宅で介護を受けている方の
中には自力あるいは家族だけでは避難が困難な方もい
る。もしもの場合どうしたらよいのか、本人や家族に
とっては切実な問題である。このような方に対しての
支援はあるか。

宮田　真美 議員

災害発生時の
避難支援について

答 　現在、本市では、民生委員の皆様にご協
力いただき、災害時要援護者として、避難の

際に援護が必要な方の名簿を、本人の同意の下に作
成しており、11月30日現在で658名の登録となって
いる。名簿に記載された情報は、災害発生時だけで
はなく、平常時から消防署や消防団、社会福祉協議
会に加え、市と協定を締結した町内会や自主防災組
織と共有している。実際に避難が必要な際には、地
域の方々や各団体と連携し、支援を行っていきたい。

　団塊ジュニアは1971年から1974年までの間に毎年200
万人以上生まれた第二次ベビーブーム世代であり、バブル
崩壊後の就職氷河期世代と言われている。厚生労働省の調
査で、この世代の派遣社員が最も多く、経済的にも不安定で
あり、独身者とひきこもりが突出して多いことが明らかに
なった。政府は、このような定職がない人たちへの就労支援
などを拡充しているが、本市の実態と対策について尋ねる。

団塊ジュニアの雇用問題
と支援対策について

答 　長崎労働局に確認したところ、市内の派遣状況
や年齢構成は不明であったが、県内では、平成29

年６月１日現在、129事業所に4,371名の派遣があった。労
働者派遣法では、継続して３年派遣される見込みの者の雇用
を継続させる雇用安定措置や、違法派遣があった場合に、派
遣先事業者が労働契約を申し込んだとみなす、労働契約申
込みみなし制度など、派遣労働者に有意な制度が導入され
ており、国としては、派遣事業者への指導と啓発に努めてい
る。市としても、国と足並みをそろえ、啓発に取り組んでいく。

山北　正久 議員

産業・経済・労働産業・経済・労働

　大村市農業基本計画や第５次大村市総合計画におい
て、「魅力ある農林水産業の振興」や、「歴史や自然を
活かした観光のまちづくり」としてグリーン・ツーリ
ズムの推進をうたっている。施策として捉えているな
らば、しっかり予算を付けて事業化し、関係機関をバッ
クアップすべきと考えるが、平成31年度から予算化で
きるか。 

城　幸太郎 議員

グリーン・ツーリズムの
現状について

答 　平成30年度は、事業としての予算は計
上していない。グリーン・ツーリズムを農

業ということだけではなく、観光ということで捉
え、さまざまな観光施策を
展開している状況であるた
め、今後、協議検討を進め
ていかなければならないと
考えている。
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市政一般質問

　平成31年４月１日のグランドオープンの予定に変更は
ないか。入居予定のテナントには、西沢本店大村店や長
崎ウエスレヤン大学大村サテライトキャンパスが含まれる
が、このことについて、地元商店街への説明は行ったのか。
また、商店会から陳情書が出されていた同ビル等のアー
ケード負担金には、どのように対応するのか。

岩永　愼太郎 議員

答 　グランドオープンは、予定どおり４月１
日である。入居予定団体について、商店街

の方々への説明会は実施していないが、長崎ウエ
スレヤン大学大村サテライトキャンパスには、留
学生が多く来られるため、近くにお住まいの方や
営業をされている方へ状況説明の機会を設けたい。
アーケードの維持管理費については、間口割で負
担をする方向で検討をしており、詳細については
今後、本陣通り商店街振興組合と協議を重ねてい
きたい。

　水産資源の確保を図る上で、今後どのような取り組
みを行うのか。一例として、市内の漁協で取り組まれ
ている種苗の放流に対し、補助率の上乗せなど積極的
に補助を行いながら、安定した漁獲量につなげていく
ことは考えられないのか尋ねる。

村上　秀明 議員

　11月の学校給食において、12回も献立変更（品数
の減など）がなされた。献立変更は、どのような決定
過程を経て、市長は把握していたのか。予定通りの献
立を実施した場合、どのくらいの費用が増えていたの
か。主菜まで変更せざるを得ない状況になったら、一
般財源から補助してでも学校給食を守るべきだと思う
が、市長の見解について尋ねる。

村崎　浩史 議員

水産資源の確保を
図る上での今後の考え方

答

学校給食の献立は
守られるべき

答
　水産資源の確保を図るためには、養殖、
種苗の放流のほか、新たな漁業資源の確保

などの継続した取り組みが必要であると考えてい
る。このため、種苗の放流に対する補助のほか、
本年度から新たに水産資源を確保することを目的
として、イカの産卵場所づくりに取り組んでいる。
種苗の放流に対する補助率の上乗せについては、
上乗せ期間や補助の割合などを市内の漁協と協議
し、判断していきたい。

　献立については、学校の栄養士が作成し、
校長会代表、調理業務受託者などで構成す

る学校給食研究会において検討・決定しており、市
長まで決裁を仰いではいない。また、給食費の収支
については、11月分の献立を予定通り実施した場合、
約310万円の不足が生じていた。また、不足分を一般
財源で補填する考えはないが、近年、継続的に食材
費が高騰していることなどから、根本的な給食のあ
り方を考えていかなければならない。

答 　活用実績を見ると、小学校では２・３
月が多く、学年のまとめや復習としての

活用、中学校では12月から２月が多く、入試対策
としての活用があったと考えられる。ｅライブラ
リアドバンスをより活用しやすくするための教室
などの整備については、今のところ考えていない
が、よりよい活用の仕方について校長会等におい
て協議をしていきたい。

ミライonの
サービス内容について

　新図書館（ミライon）は県立図書館と市立図書館が
それぞれの役割と機能を持ち、県・市の職員が一体と
なって運営することになる。職員や図書館関係者の共
通理解の基にスムーズな運営ができるよう、具体的な
サービス内容や方策について示した図書館サービス計
画の策定が必要だと考えるが、策定の予定はあるのか。

　平成31年11月末に開館予定の県立・市立一体型図
書館「ミライon」に来館する市民や県民が受けられる
サービスの内容について尋ねる。

伊川　京子 議員

県立・市立一体型図書館
のサービス計画

答 　新図書館でのサービスの基本的な考えに
ついては、平成26年７月に県と市で策定

した「県立・大村市立一体型図書館及び郷土資料
センター」（仮称）整備基本計画に掲載している
ため、改めて策定する予定はないが、県・市が一
緒になって統一した業務が行えるよう、必要と思
われる業務マニュアルについては作成する。また、
市民には、幅広い年齢の方にわかりやすいパンフ
レット形式のものを作成し、サービス内容につい
て伝えたい。

答 　新たなサービスとしては、ＩＣタグによ
る蔵書管理システムを導入し、自動貸し出

し機や予約本受け取りコーナーを設置するため、
カウンターに並んで待つことなく、利用者自身で
簡単に本の貸し出し処理ができるようになる。ま
た、館内にＷｉ-Ｆｉ環境を整備するため、持ち込
んだパソコンでネット検索が可能になり、図書館
の本とインターネット情報の両方で調べ物や学習
ができるようになる。なお、一体型図書館となる
ことで、蔵書数や専門書は格段に増え、閲覧席や
学習スペースも充実したものとなる。

村崎　浩史 議員

電子教材の導入だけでは
中途半端

　小中学校に導入して2年目の電子教材「eライブラリ
アドバンス」の活用状況はどうなっているのか。私は中
学生にヒアリングしたが、浸透しているとは言い難い状
況である。市教委には同教材を導入した責任があり、実
態を把握するべきである。本事業を継続するならば、活
用が進むように環境整備をするべきではないか。

教育・文化・スポーツ 教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ 教育・文化・スポーツ 産業・経済・労働

産業・経済・労働

　認定農業者を育成していくことは、農業の担い手を
確保することはもちろんであるが、新規就農者のお手
本となり、また、互いに切磋琢磨することによって、
大村市の農業の振興にもつながっていくのではないか
と考える。認定農業者の育成について、どのように考
え、どう支援していくのか尋ねる。

村上　秀明 議員

認定農業者の
育成について

答 　認定農業者については、年々数が減って
きている状況であり、平成30年に策定し

た農業基本計画においても示しているとおり、認定
農業者の育成はこれからも非常に重要と考えている。
認定農業者のメリットをしっかりPRするとともに、
どういった取り組みが必要なのか、有効なのか、認
定農業者協議会と協議を行い、認定農業者の育成
に努めていきたい。

産業・経済・労働

産業・経済・労働

　中心市街地がシャッター通りへと進んでいく中、「人が
集まる」楽しい街をつくるためには、例えば、「食」の充実を
図ることや、人を呼び込む手段となる交通アクセスが必要
である。市内各所から中心市街地へのアクセスの利便性
を向上させるため、裏通りなどを走行し、一部アーケード
に乗り入れる低床のコミュニティバスの導入ができないか。

永尾　髙宣 議員

中心市街地
活性化について！！

答 　中心商店街を含む大村駅周辺については、
立地適正化計画や地域公共交通網形成計画

において、都市拠点や中心拠点としており、バス
等によるネットワーク化を図っていくことにして
いる。現在、市内のバスの利用状況やアンケート
調査などの分析を行い、バス事業者やタクシー事
業者等と協議を行いながら、より効率的で利便性
の高い公共交通の再構築を図るため、地域公共交
通再編実施計画の策定を進めているが、この中で
検討していきたい。

中心市街地複合ビルの
現状について

野島　進吾 議員

注３


